交野市　法適用不利益処分個票
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担当部署:　福祉部 障がい福祉課　
	処分の概要
	職親委託措置の解除

	法令名
根拠条項
	知的障害者福祉法　第16条第1項第3号

	法令番号
	昭和35年法律第37号

	【基準】
　　法第16条第1項第3号 (障害者支援施設等への入所等の措置)、法第17条(措置の解除に係る説明等)及び法第18条(行政手続法の適用除外)の規定による。
　
　　交野市は、18歳以上の知的障害者につき、その福祉を図るため、必要に応じ、知的障害者の更生援護を職親(知的障害者を自己の下に預かり、その更生に必要な指導訓練を行うことを希望する者であって、交野市長が適当と認めるものをいう。)に委託する措置を採らなければならない。(法第16条)

　　また、交野市は、必要がなくなったと認めるときは、当該措置を解除する。
　　交野市長は、当該措置を解除する場合には、あらかじめ、当該措置に係る者又はその保護者に対し、当該措置の解除の理由について説明するとともに、その意見を聴かなければならない。ただし、当該措置に係る者又はその保護者から当該措置の解除の申出があった場合その他規則第2条で定める場合(当該措置に係る者が市町村の区域又は福祉事務所の所管区域を超えて他の区域又は所管区域に居住地(居住地を有しないか、又は明らかでないときは、現在地)を移した場合)においては、この限りでない。(法第17条)
　　なお、当該措置を解除する処分については、行政手続法(平成5年法律第88号)第3章(第12条及び第14条を除く。)の規定は、適用しない。(法第18条)
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	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	平成29年2月10日
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